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１．利用者意識調査

１－１．調査の目的

本研究事業では、これまでにモデル的な施設の在宅ケア支援機能の状況や、在所日



数の長い施設と短い施設それぞれの状況、さらに市区町村行政との連携のあり方に
ついて研究を行った。
その結果、老人保健施設の基本理念を関係者に浸透させていくことが、老人保健施
設の活動を円滑に進めていく上で必要不可欠であることが明らかになった。
また、利用者の意識の状況も老人保健施設のあり方を大きく左右することが指摘さ
れている。

介護保険制度の下では、利用者主権の拡大と「利用者がサービスを選択する」状況
の浸透が予想され、これまで以上に利用者の声を施設の活動に反映させていく必要
性が高まるものと考えられる。

そこで、本研究事業では、老人保健施設の利用者の態様　ニーズや意識（老人保健
施設の基本理念やサービス内容に対する認知度、重視する点、施設に対する満足
度、反復利用意向、等）を明らかにするとともに、老人保健施設の基本理念やサー
ビス内容に対する利用者の理解　認知を高める方策のあり方や、利用者の満足度を
高める方策のあり方を検討することを目的とする。

１－２．調査対象施設　

調査対象施設は本研究事業で平成８年度、９年度にヒアリングした２８施設であ
り、下記の通りである。なお、合計２６８０票を配布して、１５２２票を回収（回
収率56.8%）。

１－８．老人保健施設に対する総合的満足度に影響を与える要因

ここでは、利用者から見た、老人保健施設に対する総合的満足度の状況と、総合的
満足度に影響を与える要因について考察する。
老人保健施設に対する満足度は高く、「満足している」（５割）と「どちらかとい
えば満足である」（４割）を合わせると９割に及ぶ。
総合的な満足度別に、５２項目の満足度を見たものが次ページ以降の図表である。
「満足」「どちらかといえば満足」グループの満足度（評価点）は、全ての項目で
「どちらともいえない」「どちらかといえば不満」「不満」グループの満足度（評
価点）を上回っている。
特に以下の項目で差が大きい。

　「13看護や介護の職員の応対や言葉づかいなどの態度」
　　「17看護や介護の職員にお願いしたことについての対応のはやさ」
　　「36更衣に関するサービス」
　　「18緊急時のナースコールへの対応」
　　「35私物管理の適切さ」
　　「37整容に関するサービス」
　　「47部屋の中の快適さ」
　　「8説明する施設職員の応対・言葉づかいなどの態度」



　　「15看護や介護の職員の技術」
　　「19看護や介護の職員の親しみやすさ」

　これらの項目で満足度（評価点）を高めることができるかどうかが、施設に対す
る総合的満足度を高めることができるかどうかを左右するポイントとなるものと考
えられる。

２．過疎地・離島の老人保健施設のあり方に関するヒアリング

２－１．調査の目的

　本研究事業では、これまでにモデル的な施設の在宅ケア支援機能の状況や、在所
日数の長い施設と短い施設それぞれの状況、さらに市区町村行政との連携のあり方
について研究を行った。その結果、それぞれの老人保健施設の置かれている地理的
条件や環境条件・社会的条件等によって、老人保健施設のあり方も様々に異なるこ
とが確認された。ところで、今日老人保健施設は各地域において順調に増加しつつ
あり、それぞれの地域において在宅ケア支援の中核機能をになっているが、過疎
地・離島・僻地においては今後もさらに施設の整備を図る必要がある。
　また、介護保険制度は全国各地の要介護高齢者が「等しく十分な」介護サービス
受けられるようにしていくことを基本理念としており、過疎地・僻地・離島におけ
る介護サービスのあり方についても検討しなければならない。
　そこで、本研究事業では、現在、過疎地・僻地・離島に存在している老人保健施
設に焦点を当てて、そうした施設の在宅ケア支援の状況等をヒアリング調査するこ
とにより、過疎地・僻地・離島における老人保健施設のあり方のモデルを示すこと
を目的とする。

２－６．過疎地・僻地・離島において在宅ケア支援をより効果的に進めるための条件

（１）施設の在宅復帰・在宅ケア支援に向けた活動

　各施設の、入所者に対する在宅復帰・在宅ケア支援についてのサービス実施の状
況を見たものが下図である。

・「２．退所時指導」と「３．退所時情報提供」は全ての施設で実施されている。
・「１．退所前訪問指導」「４．退所後訪問指導」「６．退所に向けて、サービス
提供機関とのサービス調整」「７．介護機器等の紹介」についても、８施設以上で
実施されている。
・全般に訪問活動に積極的である。
　各施設の、通所者に対する在宅ケア支援についてのサービス実施の状況を見たも
のが下図である。



・「５．相談」は全ての施設で実施されている。ヒアリングにおいても、入所・利
用者やその家族の相談に施設職員が気軽に応じていることがうかがわれた。
・「２．地域の医療機関との調整」「７．車による送迎」は８施設以上で行われて
いる。
　各施設の、在宅で生活している高齢者に対する訪問活動実施の状況を見たものが
下図である。

・「４．退所前訪問」「５．退所後訪問」は８施設以上で行われている。ヒアリン
グにおいても、「在宅復帰・在宅ケア支援について最も効果的なサービスは何か」
という問いに対して、「退所後訪問」と答えた施設がほとんどであった。

（２）関係する諸機関等との連携

　各施設の、在宅復帰・在宅ケア支援について、関係する諸機関などとの連携の状
況を見たものが下図である。

・「１．母体機関との連携」「２．自治体・行政機関との連携」「７．入所者利用
者の家族との連携」を積極的に行っている施設が多い。
・「６．ＪＡ・漁協など地域の諸団体との連携」については、連携の度合いは低
く、ヒアリングにおいても、今後の課題であるとする施設が多かった。
・「８．ボランティアの育成・連携」については、地域によっては、経済状況が悪
化しており（生活するのが大変なので）、なかなか地域住民がボランティア活動に
参加するまでには至らない、との指摘が多かった。今後、地域全体で考えていくべ
き課題であると思われる。

　各施設の、連携に関する独自の工夫は以下の通りであるが、特徴的な点は次の通
りである。

・行政機関をはじめとする地域に密着した活動を展開している。
・地域の会議などには積極的に参加している。
・入所者・利用者本人や家族のよき相談相手になっている。
・入所者が退所した後も、在宅サービスがとぎれないように、地域的にサービスを
コーディネートしている。

（３）法・制度に関する要望

　各施設の法・制度に関する要望は下表の通りであるが、主要な論点を整理すると
以下の通りである。

・在宅高齢者を見守る、地域的なネットワークを作ること。
・有資格者とりわけＯＴ・ＰＴの絶対数を増やすこと。
・ショートステイに関して、これまで通りの運用を継続すること。（退所した後



も、弾力的に、デイケア・ショートステイを活用することができるように。）
・要介護度の判定において、「痴呆」を正当に評価すること。
（４）在宅ケア支援をより効果的に進めるための条件に関する訪問者の見解

　過疎地・僻地・離島の施設において、在宅復帰・在宅ケア支援をより効果的に進
めるための条件について、訪問者の主要な論点を整理すると次の通りとなろう。

・住民の意識改革を図り、施設の有効な利用の仕方を浸透させていく。
・地域社会全体として、高齢者対策の取り組みを展開していく。
・ホームヘルパー、ＯＴ、ＰＴなどの必要な人材を確保していく。
・老人保健施設がコーディネートして、高齢者サービスの連携を実現していく。
・退所前訪問、退所後訪問、家屋改造指導など、老人保健施設の職員が積極的に在
宅・地域に出かけていく。
・地域によっては、車での送迎に大きなコストがかかるため、サテライト的な老人
保健施設も整備していく。

２－７．過疎地・僻地・離島における老人保健施設が抱えている課題

　各施設が抱えている課題について、ヒアリングで得られた情報も含めて整理した
ものが下表であるが、その主要な論点を整理すると次のようになろう。

・介護保険制度下で、いかに施設としての独自性を打ち出していくか。
・介護保険制度の導入によって、老人保健施設が特別養護老人ホーム化してしまう
のではないか。
・ＯＴ・ＰＴなどの有資格者をいかに確保・定着していくか。
・痴呆性高齢者を（地域全体として）どのように処遇していくか。
・家庭介護力の低下にいかに対処していくか。（家族が外部に働きに行ってしま
い、家庭介護力が低下している状況は、都市部と同じ傾向である。）
・今後も、デイケア・ショートステイを効果的に活用することにより、在宅復帰・
在宅ケア支援を実施することができるかどうか。
・「移動」に大きなコスト（金銭的なコスト、時間的なコスト、人的なコストな
ど）がかかることへの対応をいかにしていくか。


